
平成20年5月20日（火）開催  

エイズ動向委員会配布資料  

献血件数及び‖IV抗体・核酸増幅検査陽性件数  

陽惟件数  

（）内女性  
年   献  血  件  数  ［］内核酸   

（検 査 実 施 数）   
10万件  

増幅検査  
のみ陽性   

件   件   件  

198 7年 （昭和62年）  8．217，340   11（1）   0．134   

1988年 （昭和63年）   7．9 74．147   9（1）   0．113   

1989年 （平成 元年）   7．876、682   13（1）   0．165   

1990年 （平成 2年）   7．743．475   26（6）   0．536   

1991年  ＝勺友 3年）   8，071．937   29（4）   0．359   

1992年 （平成 4年）   7、710、693   34（7）   0．ヰ4l   

1993年 （平成 5年）   7．205、514   35（5）   0．48（i   

1994年 （、lそ成 6年）   6，610，484   36（5）   0．545   

199 5年 （平成 7年）   6．298．706   46（9）   0．730   

1996年 （平成 S年）   6，039，394   46（5）   0．762   

199 7年 （平成 9年）   5、998．760   54（5）   0．900   

1998年 （平成10年）   6．137、378   56（ヰ）   0．912   

1999年 （平成11年）   6，139．205   64（6）   1．042   

2000年（平成12年）  5，877，971  67（l）  1．140  

［31  

2001年（平成13年）  5，774，269  79（1）  1．368  

2002年（平成14年）  5、784，101  82（5）  1．418  

「2］  

2003年（平成15年）  5、621、096  87（8）  1．548  

［2］  

2004年いIそ成16年）  5．473．140  92（ヰ）  1．681  

［2〕  

2005年（平成17年）  5．320．602  78（3）  1．466  

［2］  

2006年（平成18年）  4．987．857  87（5）  1．744   

2007年 （平成19年）   4，9 39，5 50  102（3）  2．0（i5   

「hl  

2008年 （平成20年）   1．239．315  28（2）  2．259   

（速 報 値）  

（注1）・昭和61年は、年中途から実施したことなどから、3．146．940件、  

うち、陽性件数11件（女性0）となっている 
（注2）・抗体検査及び核酸増幅検査陽性の血液は廃棄され、製剤には使用されない  

・核酸増幅検査については、平成11年10月より全国的に実施している⊃  
1   



HIV抗体・核酸増幅検査陽性献血者数内訳  

1．性別・年齢区分・国別  

男 性  女 性  合 計  

日本人  外国人  計  日本人  外国人  計  日本人  外国人  

人  人  人  人  人  人  人  人  

16～19歳   25   0   25  四   0   四  36   0  

20～29歳  426  21  447   43 i 4  47  469  25  

30～39歳  379  四  390   20 1 2  22  399  13  

40～49歳  147   口  148   9 f o f 9  156   6  

50～69歳  68  0  68   5  0  5   73  0  

合 計  1045  33  1078   ss i 6  94  1133  39  

※ 昭和61年～平成20年3月（昭和61年については、年途中から集計）  

▼一－  ’‾▼「   



2，都道府県別（献血地別）  

61年  

県 別  陽性職  構成  
件数  

（件）   

1北海道  2  3  31  

2高森  

3岩手  

4宮城  10 ロ n  

5秋田  02  

6山形  2  

了福島  05   

21嘘阜  03  

ごJII申  4  東海  

23愛．知  4  

24．三重  06   88   5．8   

25．温貨  D4  

28京熱  4  25  

27大阪  4  

28兵庫  2   4  27  

29奈良  10  

30．和歌山   02   

3ト鳥取  0コ  

32島根  02  

ココ．岡山  2  12  

34広島  

35山口  3  3．3   

36杜島  03  

3丁香川  4  

38愛嬢  仁3  

39．高知  0．3   

40福岡  4  27  

4ト佐賀  0  

42長崎  03  

43熊本  ト2  

44大分  ヰ  

ヰ5宮崎  05  

46鹿児島  07  

47．沖縄  64   

舎 貫十              34      46  46  54  56  糾  67  丁9    8丁    丁8    102    1172  1（旧  1172   100  



ブロック別HIV抗体・核酸増幅検査陽惟献血者  

平成16年  平成17年  平成18年  平成19年  平成20年  

（1月～3日）（速報値）  

献血者  陽性  10万人 当たり  献血者  陽性  10万人 当たり  献血者  陽性  10万人 当たり  献血者  陽性  10万人 当たり  献血者  陽性  

人  件  件   人  件  件  人  件  件   人  件  件   人  件  

北海道 ・東北                             0     747，635  6  0．803  712，276  6  0．842  674，411  3  0．445  647，438  4  0．618  157，041  
件  

関 東  1，651，538  40  2．422  1，611，354  34  2．110  1，548，970  37  コ．389  1，559，391  36   コ．309  396，112  、杢  

件  
∵や  

北陸・ 甲信越  384，548  ロ  0．260  373，158  l  0．268  337，810  4  1．184  330，485  4   1．210   82，671  

件  

東 海  574，695  6  l．044  561，908  6  1．068  540，167  5  0．926  545，248  8   1．467  137，020   
イ、  

£ シ／－隻  

件  ㌍菟   
巌攣  
ぎ薙ご≠ユき  

近 畿  894，67：三  23  2．571  879，585  23  2．615  817，075  25  3．060  807，758  30   3．714  203，033  
…学・餞  
二よこ凄≡  

件  拳、ミ  
ム琴：  

中 国  374，185  7  1．871  367，593  3  0．816  335，666  5  1．490  316，087  5   1．582   78，200    Jそ  

，ミ；き或 ン’iく ㍍㍉産気  
件  

四 国  205，940  2  0．971  194，477  「）  1．028  164，763  √）  1．214  161，533  4   2．476   40，402  ；：ぎ ト瀦 凄：詣  
≠；き．’  

件  くて鞠  宣ぎ舜  
′㌢ 

九州  

・沖縄  639，927  7  1．094  620，251  3  0．484  568，995  6  1．054  571．610  匹   1．9：三4  144，836    、‘ヂ㌘ もきここき 針雄  
＋十  

件  

合 計  5，473，140  9：三  1．681  5，3：三0，602  78  1．466  4，987，857  87  1．744  4，939，550  10：三   2．065  1，239，315  「）  



年齢別HIV抗体・核酸増幅検査陽性献血者  

平成15年  平成16隼  平成17年  平成18年  平成19年  

献血者  陽性  川万人 当たり   献血者  陽性  10万人 当たり   
献血者  陽性  川万人 …1jたり  献血者  陽性  1（）ノ〕▲人 当たり   献血者  陽性  

人  件   人  件   人  件   人  什  田  件  

16才へ 1～り一      OJi93      0．000      0．ノ1／t9     り  
皿   

人  人  人  メ  

2（）才へ 2〔）才    1，480，855  田 （4）  コ．09ニう  1，399，900  ：i7 （3）  コ．64：ミ    1，ニう29，692  25  1．880    1，188，738  29 （2）  コ．440    1，l：i5，102  38  
四  

人  人  人  人  

皿   田   
国   （コ）   

：与り才へ ニー〔）才    1，470，298  こぅ4   2．31こ2  1，46ニi，901  コ8   1．91ニう    1，429，245  四   コ．239    1，361，65日  4：ミ   3．158    1，369，241  こi5 四  
人  人  人  メ  

40才へ 4！り▲    1，086，189  14 皿  1．コ89  1，081，771  19  1．756    1，078，146  10  0．9：三8    1，048，055  9  0．R59    1，088，410  田  

人  人  人  ∧  

50才へ 59才    807，441  5   0．619  78ニう，807  ロ  0．89：う    778，846  ト  1．0：ヱ7    766，625  3  0．391   

人  人  人  ∧  

6（）才～    コ67，99：享  口  0」j7：i  267，700  ロ  0．374    259，009  ロ  0．386    2∫41，4二三9  口  0．414   

人  人  人  人  

合 計    5，6コ1，096  87  
（8）   （4）   田   （5）   田  

（柱）陽性件数の（）内女性   



男女別HIV抗休犠牲者数の年次推移（対10万人）  

男性献血者数  女性献血者数  男性陽性者数  女性陽性者数   10万人当たりの  10万人当たりの   10万人当たりの  

（人）   （人）   （人）   （人）   陽性者数（人）  男性陽性者数（人）  女性陽性者数（人）   
1987年   5，025，183   3．192，157   10   0．134   0．199   0．031   
1988年   4，795，816   3，178，331   8   0．113   0．167   0．031   
1989年   4，741．178   3，135，504   12   0．165   0．253   0．032   
1990年   4，668，020   3，075．455   20   6   0．336   0．428   0．195   
1991年   4，859，472   3，212，465   25   4   0．359   0．514   0．125   
1992年   4，668，095   3．042，598   27   7   0．441   0．578   0．230   
1993年   4，321，680   2，883，834   30   5   0．486   0．694   0．173   
1994年   3，991，261   2，619，223   31   5   0．545   0．777   0．191   
1995年   3，773．367   2，525，339   37   9   0．730   0．981   0．356   
1996年   3．559，703   2，479，691   41   5   0．762   1．152   0．202   
1997年   3，525，264   2．473，496   49   5   0．900   1．390   0．202   
1998年   3，596，665   2．540，713   52   4   0．912   1．446   0．157   
1999年   3，596，595   2，542，610   58   6   1．042   1．613   0．236   
2000年   3，477，145   2，400，826   63   4   1．140   1．812   0．167   
2001年   3，452．607   2，321，662   78   1．368   2．259   0．043   
2002年   3，475．803   2，308．298   77   5   1．418   2．215   0．217   
2003年   3．425．511   2，195．585   79   8   1．548   2．306   0．364   
2004年   3．347，350   2，125，791   88   4   1．681   2．629   0．188   
2005年   3，291，421   2，029，181   75   3   1．466   2．279   0．148   
2006年   3，188，660   1．799，197   82   5   1．744   2．572   0．278   
2007年   3，276，597   1．662，953   99   3   2．065   3．021   0．180   

づ．▼す」   



献血者における男女別HIV抗体一核酸増幅検査陽性者数の年次推移  

（対10万人）   
10万人当たりの  

陽性者数（人）  

＋
＋
＋
＋
 
 
 

10万人当たりの  

陽性音数（人）  

10万人当たりの  

男性陽性者数（人）  

10万人当たりの  

女性陽性者数（人）  

、」  

1．390  1．4  
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0900 0．912  
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平成20年4月23日開催薬事分科会委員の審議参加に関する遵守事項説明会  

配付資料  ：資料4  

薬事分科会委員の審議参加に関する遵守事項説明会  

ホテルフロラシオン青山1Fふじ   

平成20年4月23日（水）午後2時～4時  

議事次第  

1．「審議参加に関する遵守事項」について   

2．質疑応答  

3．その他  

兜付資料  

資料1：審議参加に関する遵守事項  

（薬事・－食品衛生審議会薬事分科会申し合わせ）   

資料2：審議参加に関する遵守事項参考資料1～7   

資料3：競合品目・競合企業リストフォーマット   

資料4：当日説明資料   



匪］  

審議参加に関する遵守事項  

平成20年3月24日  

薬事・食品衛生審議会薬事分科会申し合わせ  

1．はじめに  

（1．）我が国では、近年、科学技術創造立国を目指した取組みの一環として、  

産学官連携活動が推進されている。産学官連携活動については、第3期科   

学技術基本計画（平成18年3月2寧日閣議決定）において、イ厳しい国   

際競争の中、独自の研究成果から絶えざるイノベーションを創出していか   

ねばならない我が国にとって、産学官連携は、その実現のための重要な手   

段であり、持続的・発展的な産学官連携システムを構築する。」とされ、   

政府として推進すべきものとされている。  

医薬品等の開発においても、国内医療機関における臨床研究や治験の活   

性化等人の取組みの中で、大学や研究機関等と民間企業との共同研究の実   

施や技術移転といった産学官連携の活動は年々活発になっている。このよ   

うな医薬品等の開発分野における産学官連携活動は、適正に推進されるべ   

きものであるが、他方、国の行政機関である審議会については、その運営   

の中立性■公平性が求められていることから、これを確保するためのルー   

ル作りが必要である。  

（2）薬事・食品衛生審議会の委員任命及び審議にあたっては、審議の中立性・   

公平性を確保するため、これまでも、  

①薬事分科会規程第11粂の規定に基づき、薬事に関係する企業の役員、職   

員又は当該企業から定期的に報酬を得ている顧問等に就任している場合に   

は、委員として任命しないこととし、任期中にこれらの職に就任した場合   

には、辞任しなければならないこととするとともに、   

②医薬品等の承認、再評価等の調査審議において、治験を実施する等、専門   

家等として申請資料の作成に密接に関与した看である委員が含まれている   

場合等における審議及び議決は、薬事分科会規程第5条第4項及び平成13   

年1月23日薬事■食品衛生審議会薬事分科会「申し合わせ」（以下「平成   

13年申し合わせ」という。）に基づき対処してきたところである。  

1
㌧
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（3）これに加え、申請者等から寄附金・契約金等を受け取っていた場合の審   

議参加についても、平成19年4月薬事分科会（同年4月23日開催）にお   

いて、暫定的な申し合わせを定め適用すること、ワーキンググループを設   

けて検討することとされた。当該ワーキングループは、薬事・食品衛生審   

議会の委員5名に外部有識者3名の参加を得て設置され（別添）、これま   

で8回にわたり、検討を重ねてきた。その間、関係者のヒアリングや2度   

のパブリックコメントを通じて寄せられた多くの意見を参考にするととも   

に、寄せられた意見については回答も行われたところである（注1）。  

（4）以上を踏まえ、今般、審議会運営のより一層の中立性■公平性の確保を   

図るとともに、更なる透明性の確保を図るため、当分科会における調査審   

議方法等について以下のとおり遵守事項を策定することとし、今後は委員   

等の審議参加等においてこの遵守事項を守っていくものとする。  

なお、平成13年申し合わせ及び平成19年4月23日の申し合わせは廃止   

する。（2）の（むについては、薬事分科会規程第11条の規定に基づくもの   

であり、引き続き同規定に基づく対応が継続することは言うまでもない。  

2．適用範囲  

（適用対象部会等）  

（1）分科会、次の部会及び当該部会に設置された調査会を対象とする。  

医薬品第一部会、医薬品第二部会、血液事業部会、医療機器・体外診断薬   

部会、医薬品再評価部会、生物由来技術部会、一般用医薬品部会、化粧品・   

医薬部外品部会、医薬品等安全対策部会、医療機器安全対策部会及び動物用   

医薬品等部会。  

（適用対象審議）  

（2）個別の医薬品等の承認審査や安全対策に係る審議のほか、厚生労働大臣   

から諮問された案件等すべての議決を要する審議に適用する（注2）。  
ヽ   

（適用対象委員等）  

（3）本遵守事項は、委員、臨時委員、専門委員及び必要に応じ外部から招致   

する参考人（以下「委員等」という。）に適用する。  

3．委員等が申請資料作成関与者等である場合の取扱い   



（申請資料作成関与者の取扱い）  

（1）医薬品等の承認、再評価等の調査審議におし†て、分科会、部会又は調査会   

（以下「部会等」という。）に、申請者からの依頼により作成された申請資   

料に著者として名を連ねた者、医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令   

第2条第3項に規定する治験責任医師、同条第4項に規定する製造販売後臨   

床試験責任医師、同条第11項に規定する治験分担医師、同条第12項に規   

定する製造販売後臨床試験分担医師、同令第18条第1項に規定する治験調   

整医師及び治験調整委員会の委員、医療機器の臨床試験の実施の基準に関す   

る省令第2条第3項に規定する治験責任医師、同条第4項に規定する製造販   

売後臨床試験責任医師、同条第11項に規定する治験分担医師、同条第ミ12   

項に規定する製造販売後臨床試験分担医師、同令第26条第1項に規定する   

治験調整医師及び治験調整委員会の委員、動物用医薬品の臨床試験の実施の   

基準に関する省令第2条第3項に規定する治験実施責任者、同条第4項に規   

定する製造販売後臨床試験実嘩責任者、同条第11項に規定する治験担当者、   

同条第12項に規定する製造販売後臨床試験担当者、同令第18条第1項に   

規定する治験調整責任者及び治験調整委員会の委員、動物用医療機器の臨床   

試験の実施の基準に関する省令第2条第3項に規定する治験実施責任者、同   

条第4項に規定する製造販売後市販後臨床試験実施責任者、同条第11項に   

規定する治験担当者、同条第12項に規定する製造販売後市販後臨床試験担   

当者、同令第18条第1項に規定する治験調整責任者及び治鹸調整委員会の   

委員、並びに医学・薬学・獣医学・生物統計学等の専門家等として申請資料   

の作成に密接に関与した者（以下「申請資料作成関与者」という。）である   

委員等が含まれている場合には、部会等における審議及び議決は、次による   

ものとする。  

①申請者から申請資料作成関与者のリストの提出を受け、これに該当する委   

員等がある場合には、部会長（分科会にあっては、分科会長。調査会にあっ   

ては、調査会座長。以下同じ。）は、当該品目の審議開始の際、その氏名を   

報告する。  

②申請資料作成関与者である委員等は、当該品目についての審議又は議決が   

行われている間、審議会場から退室する。ただし、当該委員等の発言が特に   

必要であると部会等が認めた場合に限り、当該委員等は出席し、意見を述べ   

ることができる。  

（利用資料作成関与者の取扱い）  

（2）医薬品等の承認、再評価等の調査審議において、部会等に、申請者からの   

依頼によらずに作成された資料であって提出資料として利用されたものに   



著者又は割付け責任者として名を連ねた者等その作成に密接に関与した者  

（以下「利用資料作成関与者」という。）である委員等が含まれている場合   

には、部会における審議及び議決は、次によるものとする。  

①申請者から利用資料作成関与者のリストの提出を受け、これに該当する委   

員等がある場合には、部会長は当該品目の審議開始の際、その氏名を報告す   

る。  

②利用資料作成関与者である委員等は、当該資料については発言することが   

できない。ただし、当該委員等の発言が特に必要であると部会等が認めた場   

合に限り、当該委員等は意見を述べることができる。  

（競合品目に係る申請資料作成関与者の取扱い）  

（3）（1）の場合の取扱いは、競合品目（注3）に係る申請資料の作成に密接   

に関与した者についても同様とする。  

（特別の利害関係者の取扱い）  

（4）（1）の場合の他、申請者又は競合企業（注3）との間で、審議の公平さ   

に疑念を生じさせると考えられる特別の利害関係を有する委員等は、部会長   

に申し出るものとする。この場合には、（1）の②と同様とする。  

（情報の公開）  

（5）以上の場合においては、その旨を議事録に記録するものとする。  

4．委員等が申請者等より寄附金■契約金等を受けている又は割り当てられてい   

る場合の取扱い  

（審議不参加の基準）  

（1）委員等本人又は家族（注4）が、・申告対象期間中（（4））に審議品目   

の製造販売業者又は競合企業からの寄附金・契約金等（注5及び注6）の   

受取（又は割当て。以下同じ。）実績があり、それぞれの個別企業からの   

受取額が、申告対象期間中で年度あたり500万円を超える年度がある場   

合は、当該委員等は、当該審議品目についての審議又は議決が行われてい   

る間、部会等の審議会場から退室する。  

（議決不参加の基準）  

（2）委員等本人又は家族が、申告対象期間中に審議品目の製造販売業者又は競   

合企業から寄附金・契約金等の受取実績があり、それぞれの個別企業からの   



受取額が、申告対象期間中いずれも年度あたり500万円以下の場合は、当  

該委員等は、部会等へ出席し、意見を述べることができるが、当該審議品目  

についての議決には加わらない。   

ただし、寄附金・契約金等が、申告対象期間中いずれも年度あたり50万  

円以下の場合は、議決にも加わることができる。  

（議決権の行使）  

（3）（2）で委員等が議決に加わらない場合においては、当該委員等はあらか   

じめ議決権の行使を部会長に一任する旨の書状を提出することにより部会   

等に出席したものとみなし、当該委員等の議決権は、議決に加わった委員等   

の可否に関する議決結果に従って部会長により行使されたものとする。  

（委員等からの申告）  

（4）申告対象期間は、原則として、当該品目の審議が行われる部会等の開催日   

の年度を含め過去3年度とし、部会等の開催の都度、その寄附金・契約金等   

について、最も受取額の多い年度等につき、自己申告するものとする。   

（特例）  

（5）（1）又は（2）に該当する場合であっても、当該委員等が審議又は議決   

への参加を希望し、寄附金・契約金等の性格、使途等の理由書を添えて申   

し出、その中し出が妥当であると部会等が認めた場合、又は、、当該委員等   

の発言が特に必要であると部会専が認めた場合においては、当該委員等は   

審議又は議決に参加することができる。  

（情報の公開）  

（6）審議会においては、事務局より、各委員等の参加の可否等について報告す   

るとともに、取扱いについて議事録に記録する。  

なお、各委員等から提出された寄附金・契約金等に係る申告書は、部会   

等終了後速やかに厚生労働省ホームページ上で公開する。  

（検討）  

（7）外部有識者及び寄附金・契約金等の受取実績が過去3年度のいずれの年   

度も50万円以下の委員等のみをもって構成されるウーキンググループを   

設置し、本年末を目途に、本遵守事項の審議不参加等の基準や運用状況の   

評価、残された課題を含め、必要な改善方策の検討を行う。なお、本ワー   

キンググループ及び（8）の評価ワーキンググループの委員選定にあたっ   



ては、医薬品等によって健康を害した者を含め、幅広い国民の意見を反映  

できるよう留意する。  

（評価ワーキンググループの設置）  

（8）上記のワーキンググループによる検討を終了した後にあっては、分科会   

に評価ワーキンググループを設置し、原則、年1回、運用状況の評価、必   

要な改善方策の検討を継続的に行う。  

5．終わりに   

審議会の運営について、各委員等は、本遵守事項の趣旨に則り、寄附金・契  

約金等の申告を適正に行う等、審議の中立性、公平性、透明性の確保により一  

層努めることとする。   

今回の遵守事項は寄附金・契約金等に係る正式なルールとしてはその第一歩  

であり、また、寄附金・契約金等と審議参加の関係についてはそもそも論理的  

に導くことができるものではなく、欧米の事例等を参考に検討してきたところ  

であるが、対象とする寄附金・契約金等の範囲や組織の取扱い、申告の方法等  

さらなる検討を要する課題もあり、今後設けられるワーキンググループの意見  

等を踏まえ、必要な改善を図うていくこととする。  

6．国民の皆様へ   

冒頭で述べたとおり、大学や研究機関等と民間企業との共同研究の実施や技  

術移転といった産学官連携の活動は国全体として推進されているものである。  

国民にあっても、教育研究の奨励を目的として大学等に寄附されるいわゆる奨  

学寄附金（なお、大学等における奨学寄附金については、調査によると約9割  

が機関経理されているところである）も含め、寄附金・契約金等の意義、透明  

性を確保することの意義についての理解を深め、委員等と企業とのあるべき関  

係をともに考え構築していくべきものと考える。単に寄附金・契約金等を受け  

取っていることのみをもって委員等と企業との間に不適切な関係があるかのよ  

うに誤解することのないよう希望する。   



注1．厚生労働省パブリックコメント（http；／／www．mhJw．go．jp／public／index．  

html）の「パブリックコメント結果公表案件（「電子政府の総合窓口」ヘリンク）」  

に掲載。  

注2・「個別の医薬品等の承認審査や安全対策に係る審議」以外の審議において  

は、4の（1）、（2）、（3）及び（5）は適用せず、当該議題により影響  

を受ける企業＊について、各企業ごとに、申告対象期間中で最も受取額の多  

い年度における寄附金・契約金等の大まかな受取額を公開することをもっ  

て、当該委員等は審蒔及び議決に加わることができるものとするこ  

＊ 当該議題により影響を受ける企業数が3社を超える場合l；は、その  

影響の大きい上位3社とする。  

注3．開発中のものも含め、市場において競合することが想定される製品を「競  

合品目」とし、競合品目を開発中又は製造販売中の企業を「競合企業Jと  

する。  

競合品目は、審議品目の申請者に申告させ、その数は3品目までとする．。  

申請者から、競合品目（承認前のものは開発コード名）、企棄名及びその  

選定根拠に係る資料の提出を受け、部会等においてその妥当性を審議する。  

なお、当該資料は公開する。  

注4．「家族」は、配偶者及び一親等の者（両親及び子ども）であって、委員等  

本人と生計を一にする者とする。  

注5．「寄附金・契約金等」には、コンサルタント料・指導料、特許権■特許  

権使用料・商標権による報酬、講演■原稿執筆その他これに類する行為に  

よる報酬、委員等が実質的に使途を決定し得る寄附金・研究契約金（実際  

に割り当てられた額とする。なお、教育研究の奨励を目的として大学等に  

寄附されるいわゆる奨学寄附金も含む。）等を含む。  

なお、当該年度においては、保有している当該企業の株式の株式価値（申  

告時点）も金額の計算に含めるものとする。  

注6．実質的に、委員等個人宛の寄附金等とみなせる範囲を申告対象とし、本人  

名義であっても学部長あるいは施設長等の立場で、学部や施設などの組織に  

対する寄附金等を受け取っていることが明確なものは除く。   




